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令和 4 年度 番号 

 

令和４年度「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」 実績報告書 

 

１ 委託事業の内容 

専門学校と高等学校の有機的連携プログラムの開発・実証 

 

 

２ 事業名 

高等学校、企業との有機的連携による航空人材育成事業 

 

３ 分野 

工業・商業実務 

【航空人材】 

 

４ 代表機関 

■代表機関（受託法人）等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■事業責任者（事業全体の統括責任者）    ■事務担当者（文部科学省との連絡担当者） 

職名 
学長  

職名 
事務部長 

氏名 梅澤 忠弘 氏名 佐々木 智 

電話番号 0123-28-1155 電話番号 0123-28-1155 

Ｅ－ｍａｉｌ Jimu-ch@jaaw.ac.jp Ｅ－ｍａｉｌ s.sasaki@jaaw.ac.jp 

法人名 学校法人 日本航空学園 

代表者名 梅澤 重雄 

学校名 日本航空大学校 北海道 

所在地 北海道千歳市泉沢 1007-95 
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５ 構成機関・構成員等 ※個人の場合は名称欄に氏名を記載すること 

 （１）高等学校 

名称 役割等 都道府県名 

１ 帯広北高等学校 教育ｶﾘｷｭﾗﾑ構築 北海道 

２    

３    

４    

５    

 

 （２）行政機関 

名称 役割等 都道府県名 

１ 北海道教育委員会 教育政策課 支援・助言 北海道 

２ 千歳市役所 産業振興部 支援・助言 北海道 

３    

４    

５    

 

 （３）専門学校 

名称 役割等 都道府県名 

１ 日本航空大学校 北海道 教育ｶﾘｷｭﾗﾑ構築 北海道 

２    

３    

４    

５    

 

 （４）企業 

名称 役割等 都道府県名 

１ 北海道ｴｱﾎﾟｰﾄ㈱ 実習・講師派遣 北海道 

２ ㈱JAL ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 実習・講師派遣 東京都 

３ ㈱JAL ｸﾞﾗﾝﾄﾞｻｰﾋﾞｽ札幌 実習・講師派遣 北海道 

４ ㈱JAL ｽｶｲ札幌 実習・講師派遣 北海道 

５ ANA ﾗｲﾝﾒﾝﾃﾅﾝｽﾃｸﾆｸｽ㈱ 実習・講師派遣 東京都 

６ ANA 新千歳空港㈱ 実習・講師派遣 北海道 

７ ㈱AIRDO 実習・講師派遣 北海道 
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８ ㈱ｹｲﾃｯｸ 実習・講師派遣 神奈川県 

９ ㈱IHI 航空・宇宙・防衛事業領域 実習・講師派遣 東京都 
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 （５）事業の実施体制 

・日本航空大学校 北海道、帯広北高等学校、企業、行政の 4 者で航空人材育成産学官連携ｺﾝｿｰｼ

ｱﾑを構築し、ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰがそれを取りまとめる(各連携機関の調整役)。 

・ｺﾝｿｰｼｱﾑの役割は、教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑについての、課題の洗い出し、教育目標の開発、ｶﾘｷｭﾗﾑの開発、

検討、検証、とする。 

・日本航空大学校 北海道では、ｺﾝｿｰｼｱﾑに先立ち、学内にて学長のﾄｯﾌﾟﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの下、高専連携の

企画立案を行うと共に、ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ・評価を行う。 

 

・今回選定した帯広北高校からは過去、現在で入学者もおり、同校は本学の教育方針に理解を頂い

ております。また、同校は帯広空港からも近いことから、航空関係に興味を持つ生徒も多いため、連

携高校には問題ないと思料しております。また、現在、福岡県祐誠高校、兵庫県姫路工業高校、札

幌工業高校、苫小牧工業高校、札幌琴似工業高校との連携について令和 5 年度から開始すべく、

現在調整中であります。 

 

 （６）各機関の役割・実際に得られた協力事項について 

○高等学校 

・教育ｶﾘｷｭﾗﾑの開発、実証、検証 

・学習指導、生徒募集 

○行政機関 

・専門学校、高等学校、企業に対する積極的な取組への働き掛け。 

・本事業に対する支援、提言。 

・教育ｶﾘｷｭﾗﾑの検証 

○専門学校 

・教材の開発、制作 

・教育ｶﾘｷｭﾗﾑの構築、実証、検証 

・施設、機材の提供。 

・本事業の連携校、企業の開拓、検討 

・就職先企業の開拓 

〇企業 

・航空業界で必要となる最新のﾆｰｽﾞ(必要な人材)を反映したｶﾘｷｭﾗﾑとなる 

よう提言及び検証 

・専門的な立場から(社員)講師を派遣し、講義・説明会の実施。 
・出前授業、実習体験のｻﾎﾟｰﾄ(施設・機材)  

○ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ (㈱道銀地域総合研究所) 

 ・連携各機関の調整、まとめ役 
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６ 事業の内容等 

 （１）事業の趣旨・目的等について 

 ⅰ）事業の趣旨・目的 

本事業は、高専共通の教育目標と一貫したｶﾘｷｭﾗﾑを構築することで航空業界における

中核的人材育成の課題とされる「航空業界の人材不足」と、「専門学校での中途退学」を

解決するものである。航空業界は２０３０年に団塊の世代の退職、人口減、少子高齢化に

よる、深刻な人材不足が以前から懸念されている。さらにﾛｰｺｽﾄｷｬﾘｱ(ＬＣＣ)のﾋﾞｼﾞﾈｽｽﾀ

ｲﾙによる路線・機体数の増加に加え、北海道では２０１９年度より「道内７空港民営化」が

開始された。道内各空港で、空港施設や路線網の拡充が計画され、更なる人材が必要と

されるなか、現在のｺﾛﾅ禍による航空業界の採用見送りも、航空需要回復により採用が

再開されると人材不足に拍車がかかることは明らかである。もう一つの課題である中途

退学者は、今まで高等学校に対して出前授業などで業界説明はされてきたものの、現場

で必要とされる専門教育は行っていなかったため「理想と現実のｷﾞｬｯﾌﾟ」により中途退学

するｹｰｽがみられる。また、高校教員の航空業界に対する理解が進んでいないため進路

指導時に生徒が正しいｷｬﾘｱﾊﾟｽを描けていない事も航空業界の人材不足の一因となっ

ている。本学では学長のﾄｯﾌﾟﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの下、『高校・大学校連携推進委員会』を発足し、

独自に開発した教材を使用する事により航空業界のﾆｰｽﾞである「専門的な知識を持ちな

がらも、職種を問わず活躍できる人材」を育成することができる。また、将来の就職先企

業の協力で出前授業を発展させた職業教育や就業体験、ｷｬﾘｱﾊﾟｽ教育ができるため、

航空業界への進路を促し人材不足に対応できる。高専接続においても高校での履修科

目を専門学校で単位認定する制度や学費免除等も検討し、専門学校へ進学しやすい環

境を整えることで、進学を希望する高校生の後押しを図る。 

 

 

 

ⅱ）学習ターゲット、目指すべき人材像 

・航空業界に興味を持つ高校生に航空業界を広く知ってもらう。また高校側からの要望と

して英語教育を強化したい旨あることから、高校 1 年から専門学校卒業まで、 

ｶﾘｷｭﾗﾑの中に専門学校で実施する英語教育を盛り込む。 

・高校生の段階から、航空業界での職種を問わず、幅広い基礎知識、実戦的実習を 

実施することで、企業側が求める『専門的知識を持ち、且つ、職種を問わず活躍で 

きる人材』を育成する。 

・教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの実証に航空業界の各職種企業が参加することから、最新の企業ﾆｰｽﾞを

反映させることが可能となり、ジェネラリスト的な職業人材を養成できる。 

 

 

 

  



6 

 （２）開発した教育プログラムの概要 

 ⅰ）名称 

 

 

 ⅱ）内容 

※開発した教育カリキュラム・プログラムの全体像を具体的かつ明確に記載してくださ

い。 

航空業界の数ある業種の中で、①パイロット、②航空整備、③CA、④グランドスタッフ、

⑤航空工学の 5 業種について、体験型授業を構築しました。 

今年度は帯広北高校に本学教員が出向き、授業を実施しております。可能な限りの 

必要機材を持ち込み、『体験型授業』を実施致しました。 

 

今回は第一回目ということで、手探りでの実施となりましたが、次年度以降に向け、 

内容を密にして参ります。 

 

 

 

 

 

 

※既存科目も含めた教育カリキュラム・プログラムの全体像を記載していただくとともに、

どの部分が既存か、どの部分を今年度作成したか、今後どこをどのように開発していく

予定なのか分かるようにしてください。 
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 （３）具体的な取組 

ⅰ）計画の全体像 

※教育プログラムの開発のために、最終年度までに各年度にどのような取組を実施する

のか今年度に取り組んだ内容を反映させ、年次計画を記載すること。 

          

  【令和 5 年度～令和７年度】 

     ・新規高校との提携調整 

・共通の学習目標の開発 

     ・教育ｶﾘｷｭﾗﾑの調整(内容・日程調整等含む) 

     ・ｺﾝｿｰｼｱﾑ会議の日程調整 

     ・教育ｶﾘｷｭﾗﾑの構築 

     ・教材制作、開発 

 

 

     ・教育ｶﾘｷｭﾗﾑの実証と開発 

     ・教育ｶﾘｷｭﾗﾑの検証 

     ・教育ｶﾘｷｭﾗﾑの評価(高校生・企業に対するｱﾝｹｰﾄ調査、ﾋｱﾘﾝｸﾞを実施) 

     ・ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ資料の制作 

     ・ｺﾝｿｰｼｱﾑによる事業総体の検証 

     ・高等学校・大学校連携推進委員会での検証 

 

     【令和 8 年度】 

     ・教育ｶﾘｷｭﾗﾑの実証を踏まえた評価 

     ・教育ｶﾘｷｭﾗﾑの効果の検証 

     ・教育ｶﾘｷｭﾗﾑの総体評価(生徒・企業に対するｱﾝｹｰﾄ調査、ﾋｱﾘﾝｸﾞを実施) 

     ・ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ資料の制作(ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ開催、成果の Web 配信、事業報告書作成) 

     ・ｺﾝｿｰｼｱﾑによる事業総体の検証 

     ・高等学校・大学校連会推進委員会での検証 
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ⅱ）今年度の具体的活動 

 

○実施事項 

 

※今年度に取り組んだ内容について、具体的に記載してください。その際、取組を通して

得られた成果や、明らかとなった課題等について記載してください。 

①航空業界の数ある業種の中で、ﾊﾟｲﾛｯﾄ、航空整備、CA、ｸﾞﾗﾝﾄﾞﾊﾝﾄﾞﾘﾝｸﾞ、航空工学の 5

業種について、体験型授業を構築しました。 

今年度は帯広北高校に本学教員が出向き、授業を実施しております。可能な限りの 

必要機材を持ち込み、『体験型授業』を実施致しました。 

②高校生に対して、体験型授業の理解度や航空業界への興味、等ｱﾝｹｰﾄ調査を実施して

おります。 

③本事業において、VR 教材の製作に取り掛かっております。 

④兵庫県立姫路工業高校と㈱ｹｲﾃｯｸとの連携に向け、航空工学科と航空整備科が 

 教育ｶﾘｷｭﾗﾑを検証しています。 

⑤福岡県祐誠高校航空ｺｰｽとの連携に向け、教育ｶﾘｷｭﾗﾑを検討 

⑥北海道立札幌工業高校、北海道立苫小牧工業高校、北海道立札幌琴似工業高校 

 と連携に向け、協議開始。 

 

※会議や調査、実証講座を実施した場合には、次ページ以降の記載例を参考にしてくだ

さい。 
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○事業を推進する上で設置した会議 ※複数の会議を設置した場合には、欄を適宜追加して記載すること。 

会議名

① 
高等学校・大学校連携推進委員会 

目的・

役割 
開発する教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの内容について検証する。 

検討の 

具体的

内容 

・各学科にて構想し、構築する教育ｶﾘｷｭﾗﾑの内容検証 

・新規開発する教材についての検証 

・新規連結高校の選定と検証 

・連携企業との調整 

委員数        9 人 開催頻度 20 回 

 

△△委員会の構成員（委員） 

氏名 所属・職名 役割等 都道府県名 旅費 

１ 梅澤 忠弘 学長 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発・検証 北海道  

２ 山本 浩 副学長 高校・企業 北海道  

３ 宮本 武志 航空工学科学科長 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発・検証 北海道  

４ 岩田 和行 航空整備科学科長 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発・検証 北海道  

５ 中井 浩貴 空港技術科学科長 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発・検証 北海道  

６ 三浦 愛子 国際航空ﾋﾞｼﾞﾈｽ科学科長 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発・検証 北海道  

７ 水口 剛 学生募集部 広報 北海道  

８ 那須 雅人 ｷｬﾘｱｾﾝﾀｰ 企業開拓 北海道  

９ 佐々木 智 事務部長 事務・窓口・行政 北海道  

10      
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○事業を推進する上で実施した調査 ※複数の調査を設置する場合には、適宜追加して記載すること。 

調 査 名  

調 査 目 的  

調 査 対 象  

調 査 手 法  

調 査 項 目  

分 析 内 容 

（集計項目） 

 

調 査 結 果  

開発する（し

た）教育プロ

グラムにどの

ように反映す

る（した）か

（活用手法） 

 

※上記は最小限の項目例であり、必要に応じて追加することは差し支えない。 

※上記の項目が含まれていれば、上記表形式以外の記載とすることは差し支えない。 
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○開発に際して実施した実証講座の概要  ※検証結果については、下記検証項目に記載 

実 証 講 座 

の 対 象 者 

帯広北高等学校の 1 年生 138 名 

期 間 

（日数・コマ数） 

令和 4 年 11 月 10 日 8 時 55 分～ 15 時 10 分 

実 施 手 法 ﾊﾟｲﾛｯﾄ、航空整備、ｸﾞﾗﾝﾄﾞﾊﾝﾄﾞﾘﾝｸﾞ、CA、航空工学の 5 業種にて体験

型授業を実施。学生が 1 時間 1 業種ずつ計 5 時間の授業を体験した。 

 

 

 

受 講 者 数        138 人 （うち正規課程在学者 138 人） 

※受講者数については、内数として「専修学校の正規課程在学者」及び「社会人（当該年

度の５月１日時点で職に就いている者もしくは企業等を退職した者及び主婦なども含む

（学校基本調査と同定義）） 

 

ⅳ）開発した教育プログラムの検証 

 

教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ実施後のｱﾝｹｰﾄ調査では、受講者の属性として学校名・保有資格・ 

課題に対する興味・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ内容の難しさ等、教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑに対する感想や印象、

学習内容の理解度、教材や講義・実習体験の進め方について質問する。 

併せて、ﾋｱﾘﾝｸﾞも実施する。 

同様のｱﾝｹｰﾄやﾋｱﾘﾝｸﾞを企業や高校へも実施する。 

企業に対しては、ｱﾝｹｰﾄを実施後、受講者ｱﾝｹｰﾄ結果を踏まえてｺﾝｿｰｼｱﾑにて 

結果検証を実施する。 

受講生のｱﾝｹｰﾄ結果を基にｺﾝｿｰｼｱﾑで検証することで、教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑに受講生

の生の声を反映させることが可能となる。 

また、ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの各項目のうち、どの項目が難しかったのか、どの項目に関心が強

かったのか、を分析し、ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ検証に生かす。 

     基本的に入学時から卒業までのﾃﾞｰﾀ収集を行うとともに、教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑにおける実

習を実施した際には、ｱﾝｹｰﾄ調査やﾋｱﾘﾝｸﾞにより、学生の学習成果を評価する。  

また、卒業生についても卒業生ｱﾝｹｰﾄ調査により状況を把握する。これらを通じて 

得られた情報は、学校が定めた教育の効果測定の目的に応じて、一人の学生の

成長として継続的に状況を確認して活用することを想定する 
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（４）事業実施に伴うアウトプット（成果物） 

1．事業終了時の目標として、①中途退学者 0 人、②希望する企業への就職率 100％ 

① 令和 2 年度の中途退学率は 3.3%である。事業修了年度(令和 8 年度)には、入学後の

ﾐｽﾏｯﾁを理由とした中途退学率 0％を目標とする。 

② 就職率 100％の実績があるが、学生が希望する企業・業種への就職率を 100％とす

る。 

    2．資格取得者の増加 

    各学科で取得可能な各種資格の取得率 100％を目指す。 

     【航空整備科】 

      一等航空整備士、二等航空整備士、二等航空運航整備士、航空無線通信士、航空特殊無

線技士、非破壊試験技術者、ガス溶接技能講習修了証、ｱｰｸ溶接特別教育修了証、危険物

取扱者 

 

     【空港技術科】 

      大型特殊自動車運転免許、けん引自動車運転免許、車両系建設機械運転技能講習修了

証、ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ運転技能講習修了証、高所作業者運転技能講習修了証、航空特殊無線技

士、第二級陸上特殊無線技士、IATA 国際航空貨物取扱士、IATA 航空 

      危険物取扱士、危険物取扱者、ｶﾞｽ溶接技能講習修了証、ｱｰｸ溶接特別教育修了証 

 

     【国際航空ビジネス科】 

      TOEIC、ｻｰﾋﾞｽ介護士、赤十字救急法基礎講習受講証、中国語検定 HSK、実用英語技能検

定、ｻｰﾋﾞｽ接遇検定、旅行地理検定(国内・海外)、秘書検定、韓国語能力試験 TOPIK 

 

     【航空工学科】 

      CAD 利用技術者試験 1 級(2D・3D)、CAD 利用技術者試験 2 級(2Ｄ・3D)、IT ﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ試験、

基本情報処理技術者試験、航空検定、実用英語技能検定、危険物取扱者 

 

3．事業成果報告書 

      実施内容と結果、ｶﾘｷｭﾗﾑ、課目ごとのｼﾗﾊﾞｽ、授業資料、課題をまとめた報告書を作成し、

航空関連企業や関連教育機関に配布する。また、ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑや Web にて公開し、広く他の高

等学校に普及するための取組を進める。 
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（５）事業実施によって達成する成果及び測定指標 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 
前年度 今年度 

最終 

年度 

中途退学者率 

目標値 人 609 609 545 838 

実績値 人 14 14  － 

達成度 ％ 2.3 2.3  － 

（上記 KPI を採用した理由） 

※数値化することで、目標未達を明確化する。 

 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 
前年度 今年度 

最終 

年度 

関連■取得率 

目標値 人 609 609 545 838 

実績値 人 487 487 436 － 

達成度 ％ 80% 80% 80% － 

（上記 KPI を採用した理由） 

数値化することで、目標未達を明確化する 

 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 
前年度 今年度 

最終 

年度 

当該分野への就職率 

目標値 人 264 264 266 346 

実績値 人 184 184 223 － 

達成度 ％ 70% 70% 84% － 

（上記 KPI を採用した理由） 

数値化することで、目標未達を明確化する。 

 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 
前年度 今年度 

最終 

年度 

 

目標値      

実績値     － 

達成度 ％    － 

（上記 KPI を採用した理由） 

 

 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 
前年度 今年度 

最終 

年度 

 

目標値      

実績値     － 

達成度 ％    － 

（上記 KPI を採用した理由） 

 

 

※「単位」欄には KPI として設定した指標に関する測定単位（「個」、「人」、「％」など） 

※「達成度」欄については、当該年度の目標値に対する実績値の割合を算出して記載す

ること。 
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（６）本事業終了後※の成果の活用方針・手法 

※今年度ではなく、開発終了後３年程度までの期間を想定して記載してください。 

 

※事業期間終了後におけるフォローアップ体制・方法についても具体的に記載し、具体

の導入予定があれば、自校、他の専修学校、その他の団体別に導入予定年度と学校

名、科目名を記載すること。 

 

3．事業成果報告書 

   実施内容と結果、ｶﾘｷｭﾗﾑ、課目ごとのｼﾗﾊﾞｽ、授業資料、課題をまとめた報告書を作成し、 

航空関連企業や関連教育機関に配布する。また、ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑや Web にて公開し、広く他の 

高等学校に普及するための取組を進める。 
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（様式３－３）（別紙） 

再委託について 

 

（１）再委託 

※本様式は、該当がある場合のみ作成すること。 

事業名  

再委託先 
企業名  

住 所  

再委託の必要性 

 

再委託を行う業務内容 

 

所要額 円  

 

 

 

 

 

内 訳 

 

 

 

 

 
 

経費額 経費積算 

人件費 円 

 

諸謝金 円   

旅費 円   

借損料 円   

消耗品費 円   

会議費 円   

通信運搬費 円   

雑役務費 円   

保険料 円   

一般管理費 円   

合計 円   
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（２）履行体制に関する事項 

※再委託の相手方がさらに再委託を行うなど複数の段階で再委託が行われるときに記載すること。 

 

再々委託の相手方の住所及び

氏名 

 

再々委託を行う業務の範囲  

 

 


